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自治体の組織構成小規模町村組織を例に  



























説（コンティンジェンシー理論）と組織デザイン論の二つの立場がある。前者は、組   
































及び課員が相対的に自立的であるともいえる（田中・日置・田尾1989）。   
課と係の関係については、地方自治研究資料センター（1982）によれば、どの人口  
規模でも1課当たり2．3－2．8係となっている。例外的に人口3万人未満の市では4  
係を超える。これは小規模の市にあっても、ある程度窓口を設置しなければならない   
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ために係数が増えるためである。この調査では、1部当たり課数は3．8－5．3であり、  
対象や時期が異なるが、田尾の調査の範囲に収まっている。個別に見ると、1部に対  





























6は4に規定される可能性がある。このことからも規模が重要だといえる。   
規模と階層数及び管理者数の関係については、田中・日置・田尾（1989：72－  
105）が先行研究及びデータをもとに詳細な検討を行っている。まず、階層数につい   



































は、この結果について、同規模の都市の間で、余りにも人員組織の幅が大きいと指摘し、   


































結果、管理ポスト不足に対して自治体は、給与表上の管理職（主幹、主査等）を作る   
6  伊藤   
































・建設・都市整備部門：土木、建設、都市、下水道   






管理部門   執行部門   
市民部：市民、保険年金、環境衛生、福祉  
ロ  総務部：庶務、企画、財政、人事、        経済部：農林、土地改良、商工観光、産業振興  
税務  
建設部：都市計画、建築、都市開発、土木、下水道   
総務部：庶務、秘書、人事、税務  市民部：Ⅰの市民部と同じ  
Ⅱ       企画部：企画、財政、広報公聴  建設経済部：Ⅰの経済部＋建設部   
総務部：Ⅰの総務部＋管財  
民生部：Ⅰの市民部＋保健  
Ⅲ   企画部：ⅠⅠの企画部と同じ  
経済部：Ⅰの経済部と同じ  






1．5．総務・企画系組繊の構成   
続いて、更に細かい組織構成についてみると、先行研究には総務・企画を中心とし  













ではいかない。   
ちなみに、企画調整は1955年前後に普及し、縦割り行政の総合調整、地域開発、   
































つきにくいので、すべて除外した。   
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囲2 群馬と愛媛の一般職員定数と課数   

















衣2 設置自治体数の多い課（名称別）  
県（総町村数）  総務課   住民課   建設課   税務課  保健福祉課   
群馬県（59）   59   52   49   49   37   
愛嘩県（58）   50   37   49   34   30  
両県ともに多いのは総務課と建設課である。群馬県では住民課や税務課も多いが、  
愛媛県の町村では設置される割合が少ない。これは全体として、愛媛県の方が群馬県  










した。「土木」「建設」「都市」は、ほとんどの町村で未分化なので、建設系にまとめた。   












表3 設置自治体数の多い課（部門別）7  
県（総町村数）  総務系  企画系  財政・税務系  住民系  福祉系  産業系  建設系   
群馬県（59）   59   53   54   56   55   59   57   
愛媛県（58）   57   39   38   55   56   
表4 課数最小の10町村における各部門設置自治体数  
県（課数）  総務系  企画系  財政・税務系  住民系  福祉系  産業系  建設系   
群馬県（4－6）  10   8   6   8   7   10   9   














ものである。   
この理由は、住民登録などの窓口業務は舵務部門に包含させているからだと考えら   

































されている。   
愛媛では、福祉系の課は、ほとんどが1課体制である。別に保険・年金課を置くと  
ころは、重信町しかない。これに対して、群馬では規模の拡大に応じて、2－3に拡   
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大する。赤堀町は中程度の規模の町だが、福祉、保健、国保年金、介護保険と機能を  
4課に分立させている。一方、住民課を置かないのに、保健福祉課を置いているとこ  





























これ以上に規模が拡大すれば、統制範囲の拡大なども図られて、課数の増え方は逓減   
14 伊藤  
すると思われる。   
最小とみられる課数は2－4であった。それらの課を構成するのは、総務、建設、  
産業を基本とし、選択的に住民、福祉、企画などが付加されることがわかった。建設  




がわかった。   
GS（ゼネラル・スタッフ）系の組織については、課の名称や機能にバリエーショ  
ンが大きかったが、統合型、少数型、分散型に分ける先行研究の把握法は、町村組織  





















の課（土木・都市計画、保険・国民年金、民生・住民など）を統合するものが多い。   
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2 ポストを自動的に与えたのでは、管理職が管理を遂行するために必要な権威を付与できな  
い。希少なポストを巡って成員間に競争がないと有効な管理はできない。同時に過度な競争は  
組織を機能するための障害となる（田中・日置・田尾1989：95－99）。  
：ミ ヵツコ内は主な機能を示す。  
●12000年の時点で群馬県が人仁I約200万人（19位）、愛媛県が人口約150万人（27位）である。  
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